















































































































   =ROUND((66.6−65.5)/2,1) (1)
この数式は、(66.6−65.5)÷2の答えである0.55を、
ROUND関数によって小数点第二位で四捨五入
するので、結果は0.6となるはずである。しかし、
実際にこの数式をExcelで計算させると0.5と表示
される。この結果は人の目には算数の初歩レベル
の計算ミスに見えるが、コンピュータ内部では数
値が2進数で扱われるために引き起こされる結果
であり、厳密に言えば計算のミスではない。コン
ピュータとExcelの仕様なのである。しかし、コ
ンピュータやソフトウェアのこういった性質を知
らずに計算結果を過信し、小さな計算のズレに気
付かず金利の計算などを行い続ければ、大規模な
損失につながるかもしれない。
　また、人が「情報機器」に与える入力データが
間違えている場合も、正しい入力に対する本来の
結果とは異なるので、当然であるが間違えた結果
となる。電卓を使う際の入力ミスによる、計算ミ
スはこれに当たる。電卓は何も間違えてはおら
ず、人の入力が間違えたのである。しかしこの入
力ミスに気付かずそのまま結果を採用してしまう
と、“間違えているのに、正しいと認識してしまう”
という第二種の過誤を犯すこととなる。
　つまり「情報機器」「情報技術」から得られる
結果には様々な原因による過誤の可能性があるこ
とを認識したうえで、常に疑いの目を持ち、結果
の真偽を確かめることが必要である。そして過誤
の内容や、その原因が明らかになれば速やかに修
正することが、より重大な過誤の可能性を下げる
ことにつながるはずである。
情報の解釈
　0.02%という数値を見てどのように感じるであ
ろうか？多いと感じるか、少ないと感じるか。
0.02%と言えば1万分の2であり、2013年1月時点に
おける銀行の普通預金の利率程度であり、一般に
はとても少ないと感じるのではないだろうか？で
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は1年間に日本である原因による死者の比率は人
口比0.02%と言われた場合はどうであろうか？前
述したように0.02%という数値からは、やはり少
ないと感じてしまうであろう。
　人口1億人に対する0.02%を計算すると2万人と
なる。この人数は2011年3月11日に発生した東北
地方太平洋沖地震に関連して亡くなられた方、行
方不明の方の人数と同程度である。ある日突然起
きた非日常的な出来事によって2万人もの方々が
命を落とされたと聞けば、誰もがその重大さを感
じることであろう。
　一方2011年の全死者数は1,253,066人2)とされて
おり全人口の約1%に当たる。これらは東北地方
太平洋沖地震による死者行方不明者の60倍以上に
もなるが、その大多数が悪性新生物（がんや肉腫
など）357,305人（人口比約0.3%）、循環器系疾患
348,836人（同約0.3%）、呼吸系疾患198,395人（同
約0.16%）など2）といった原因であり、世間一般
的には日常の中ある死ととらえられてしまってい
るかもしれない。このような日常的な死因の中に、
交通事故6,741人（同0.005%）、煙・火及び火炎へ
の暴露1434人（同0.001%）、そして自殺28,896人（同
0.02%）が含まれる2)。これらの死者は比率で見て
しまえば全死者の3%に足らず少ない印象を受け
るかもしれないが、数字で見れば3万7千人を超え、
東北地方太平洋沖地震による死者行方不明者を大
きく上回っている。すなわち、現在の日本では東
北地方太平洋沖地震に匹敵する大惨事が毎年起
こっているとみなすことができるのではないだろ
うか。前者の東北地方太平洋沖地震による被害を
人体における骨折などの大けがに例えるなら、後
者の交通事故、火災、自殺は自覚症状もなく体を
蝕む糖尿病などに例えられるであろう。どちらも
今後の日本の立て直しという視点からは重大な課
題として向き合っていく必要がある。
　ここで2つほど補足しておく。東北地方太平洋
沖地震では大規模に社会・生活基盤ごと失ってし
まっているので、事故・火災・自殺と同じ尺度で
比較することは適当ではないだろう。また事故・
火災・自殺を日常的な出来事に埋もれていると書
いたが、これはこれらのことに直接かかわりを持
たなかった多くの者の視点であり、事故・火災・
自殺によってかけがえのない人や物を失った人に
とっては決して日常的な出来事ではないはずであ
る。
　銀行の利率、東北地方太平洋沖地震での死者行
方不明者、自殺者数はどれも0.02%程度という同
じ数値で表すことができた。比率を基に一般的に
考えてしまえばとても少ないと考えてしまう量で
ある。しかしそれを%という比率ではなく、人の
数という絶対数で表したとき、決して少ないとは
言えないことを示した。また、同じ数であっても、
それがある一時に起きたことなのか、それとも時
間をかけて起きたことなのかによって見え方が変
わることも示した。こういった比率の計算は大量
のデータであっても、情報機器を使えば簡単に求
めることができる。しかし情報機器にはそのデー
タの意味や重大さを知ることができない。すなわ
ち、得られたデータが同じ数値・比率であっても、
それぞれのデータに合わせた尺度で押し測ること
ができるのは人間である。物事の判断を情報機器
に依存するのではなく、人の思いや社会への影響
を考え、そのデータの持つ本当の意味を探ってい
くことが人の役目であろう。
消火器マップとしての情報機器活用の提案
　2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地
震に関連して亡くなられた方、行方不明の方は約
1万9千人に上る3）。この地震と津波に加えて福島
第一原子力発電所での事故は、これまでの日本の
危険認識には甘さがあったと言わざるを得ない。
これらの大災害や、最大32,3000人の死者が出る
との南海トラフ巨大地震の予測4)を通して、地震
や津波に対する防災・減災意識が高まっており、
国や各自治体、地域や個人での対策が進められて
いる。
　このような大災害への意識の高まりの一方で、
日常的な災害への意識はあまり高まっていないよ
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うに思われる。前節で述べたように、大災害は国
難ともいうべき重大事であるが、日常的な災害の
積み重ねもまた確実に日本の社会を蝕む国難と
いってよいであろう。もし日常的な災害を過小評
価するのであれば、社会全体が第二種の過誤を犯
してしまっていると言わざるを得ない。
　行政は日常に潜む災害もまた国難であると認識
して、市民を守るべく公助としての役割を果たし
てほしい。そして我々一般市民もまた、自助とし
て日頃の災難から自身を守ることに加えて、共助
として互いに地域を守っていかなくてはならな
い。
　共助の観点から「情報機器」の在り方の一つと
して提案するのが、「消火器マップ」の作成であ
る。東京消防庁管内の平成22年度火災件数は5088
件5)であり、そのうちの1534件6)が放火（疑いを含
む）によるものであった。一方、火災による死者
数（自損を除く）は89人であり、うち52人（58%）
が65歳以上であった7)。さらにそのうち住宅火災
で亡くなったのは49人で、1人暮らしは24人と約
半数であった。今後の高齢化社会において更なる
増加が懸念される。このように火災やその犠牲者
の中には、初期消火が速やかに行われたならば防
ぐことができたものもあるはずである。火災地点
に最も近い消火器はどこか？このことを知ってい
れば初期消火に役立つと期待できる。しかし、多
くの人が自分の家に最も近い場所にある消火器の
位置でさえ記憶しているとは言えない。そこでこ
の問題を解決するために、そして「情報機器」の
望ましい在り方、使い方としてインターネット上
の地図サイトを利用した「消火器マップ」の作成
を提案する。本マップは地域における防災の重要
性を考え、本学“小平市西地区地域ネットワーク
づくり”の活動一環として行っているものである。
　現在利用者が地図上に目印を配置するなど自由
に編集することができる地図サイトがいくつか用
意されている。これらの地図サイトのうちGoogle
地図を利用して図1に示すような「消火器マップ」
を作成した。Google地図は一般に公開されている
ので、「消火器マップ」も一般の閲覧を許可すれば、
インターネットにアクセスできる情報通信環境を
持っていればだれでも閲覧可能である。現在はい
くつかの消火器を登録してある状況であるが、よ
り多くの消火器を登録することで、より充実した
マップを作り上げることができる。
　さらに将来的には次のような展望が望まれる。
図1　消火器マップの表示の例（鷹の台駅周辺）現時点ではまだ一部の消火器しか登録されていない。
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1.　住民によるマップへの消火器登録。
2.　GPSと連動した現在位置の表示によって、よ
り速やかに最近距離の消火器を発見できるよ
うにする。
3.　消火器以外の様々な緊急時設備、施設（AED
など）の拡大。
その他インターネットや地図サイトの利点を生か
すことで、様々に地域の防災に役立てることが可
能であろう。
　本マップの現状における問題点としては、イン
ターネットにアクセスできないと利用できない、
障がい者に対する配慮をしていない、など多くの
問題点がある。例えば、第2節では捉え方によって
データが異なって受け止められることを示したが、
今回のようなマップ情報は視覚障がい者にとって
はほとんど意味をなさない。より多くの人たちが
参加できるシステムを構築しなくてはならない。
　さらに、登録されているデータが間違えている
場合も大きな問題である。これは第1節で述べた
第2種の過誤を引き起こしてしまう。つまり、「消
火器マップ」を見てある場所に存在すると思って
いる消火器が、実は存在しないもしくは位置がず
れている場合である。この危険は、第1節の最後
でも述べたように、常に消火器の位置に関心を持
ち、間違えていたり変更になった消火器があれば
速やかにそのデータを更新することで回避するこ
とができる。
　この「消火器マップ」はサービスとしての提供
ではなく、住民参加により地域で構築してゆくも
のと考えている。特に前述の展望の1.では、住民
にマップの作成を担ってもらうことで防災意識の
向上を図る狙いがある。さらには、地図の中の自
分の家に最も近い消火器を1つ登録するだけでも、
地域とそこに住む人たちの安全・安心（共助）に
貢献することとなり、自分の家に最も近い消火器
を把握できるので自身の安全（自助）をも図るこ
とができる。
　そして、「消火器マップ」はそれそのものが本
質的に役立つというよりは、地域の日常の安全を
考えるきっかけの一つになることを期待してい
る。日常に潜んでいる災いを看過することで、そ
の積み重ねが国難レベルの大難にまでなるよう
に、日常における小さな安全への気配りが、国全
体の安全を創り上げ、しいては非日常的な大難へ
の備えとなるのではないだろうか？現在の日本で
は、“将来への不安”や“日本の安全神話の崩壊”
といった憂いばかりを共有しがちであるが、 “日
本の将来・安全を自らの力で作り上げてゆく”と
いう“目的”を共有できるようになればと思う。
おわりに
　前報で結論付けた“人と人を結びつけ、人類を
幸福にする補助となる、人のための道具”という
「情報機器」の望ましい在り方を受けて、本報で
は「情報機器」との関わりとして「人」が「情報
機器」から得られたデータをどのように解釈、利
用するかを述べた。
　解釈として、「情報機器」から得られるデータ
には過誤を引き起こす可能性があること、捉える
尺度によって見え方が異なることを示した。また
活用の例として「消火器マップ」を提案した。前
報の繰り返しになるが、今回示したことからも「情
報機器」に与えるデータや、得られる結果にどの
ような意味があるのか解釈し、結論を導くのも、
「情報機器」をどのように用いるかを決めるのも
人自身であることが見えてくる。ゆえに「情報機
器」を用いることによって引き起こされることの
良し悪しは、「情報機器」が決めているのではなく、
それを用いる人が決めているという視点に立たな
くてはならないだろう。
　前報では「情報機器」の望ましい在り方として
“人と人を結びつけ、人類を幸福にする補助とな
る、人のための道具”としたが、ある意味これは「情
報機器」の持つ様々な可能性のうちの一つといっ
てもいいのかもしれない。「情報機器」のこの望
ましい可能性をいかにして引き出すか、我々一人
一人が考えてゆくべき課題であろう。
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